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１．研究目的･内容 

 
 本研究では地方自治体の出資法人への出資を決定する要因について分析する．出資法人への出

資がどのような要因によって決定されるのか，計量経済モデルを構築し，地方自治体の出資行動

に関する実証分析を行う． 

２．研究経過及び成果 
 
 まず分析対象を近畿 2 府 4 県の市町村が出資する会社法法人の第三セクターに限定し，データ

ベースを整備した．具体的には，『第三セクター等の状況に関する調査結果』（総務省）に記載さ

れたデータを 2007 年度から 2011 年度を接続させ，パネルデータを構築した． 
 次に，パネルデータをもとに第三セクターの経営状況やガバナンス構造について考察し，地方

自治体からの出資構造や役職員の構成，そしてこれらの時系列的な変化について分析した． 
 これらのデータベースをもとに，研究の第一段階として，第三セクターのガバナンス構造が費

用にどのような影響を与えるのかについて分析を行った．先行研究より費用に影響を及ぼしうる

主な要因を以下のようにした． 
［1］地方自治体の出資割合 
［2］地方自治体からの補助 
［3］役員規模と役員構成 
［4］負債 
 分析の結果，地方自治体の出資割合と費用の間には明確な関係があるとはいえないことがわか

った．地方自治体からの補助と費用の関係では，運営補助との関係は明確ではないが，地方自治

体が第三セクターの役職員の給与負担をしている割合が高ければ，費用は高くなることが明らか

になった．次に，役員の規模と費用の関係は明確ではないが，役員に占める地方自治体からの退

職者や出向者の割合が高ければ費用は高くなることが示された．そして負債比率と費用について

は，1 期前に負債比率が高い法人ほど費用を削減することがわかり，負債による規律付けが働い

ていることがわかった．以上より，地方自治体の関与が大きければ第三セクターの費用は高くな

る傾向を示した． 
 以上の分析結果は『公益事業研究』に投稿し採択され近日公刊予定である． 



３．本研究と関連した今後の研究計画 
 
 今年度は，研究の第一段階として地方自治体の関与が第三セクターの費用に与える影響を分析

した．今後は，地方自治体の方に焦点を当てて，本研究のテーマである地方自治体が出資行動に

関する分析を行う計画である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．成果の発表等 

発 表 機 関 名 種類（著書・雑誌･口頭） 発表年月日(予定を含む) 

『公益事業研究』 雑誌 近刊 
   
   
   
   

 




